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Abstract 

In Japan social welfare legislation was revised in 2000. Tha aim of the new legislation is to protect the interests of 

users and to promote community welfare through support to independent living. It demands the "social welfare 

planning, both municipal and prefectural, at the community level." Hitherto, various plans for health and welfare 
services for the elderly, care insurance enterprises, child rearing promotion, etc., have been made and carried out, 

but this new idea of "social welfare planning at the community level" is important in that it envisage a 

comprehensive and systematic planning based on the realities of the local community itself. 

In this paper, I reviewed prior studies about functional community welfare to examine the concept of "functional 

community welfare", and reached the conclusion that the goal of social welfare planning at the community level" 

is the creation of "functional community welfare." 

 (J.Aomori Univ.Health Welf.5 (1) :35-44, 2003)
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抄録

　社会福祉法 は2000年6月 に改称 ・改正された。その目的は、福祉サービス利用者の利益の保護 と自立生活支援によ

る地域福祉の推進である。市町村で策定する地域福祉計画及び都道府県で策定する地域福祉支援計画は、社会福祉法

の条文で明示 された。これまで、様々な老人保健福祉計画や介護保険事業計画、児童育成計画など、分野別の計画が

構想 されてきた。 しか し、地域福祉計画は地域社会を基盤 とした福祉総合計画であることか ら、その意義は大 きい。

今回日本における戦後から現在に至る福祉計画の変遷をレビュー した。

　地域福祉計画は、地域福祉政策の計画的推進の手段であ り、その目的は 「福祉 コミュニティ」の形成 にあると考え

た。福祉 コミュニティに含 まれる内容を先行研究から検討 した。その結果、地域福祉計画の 目標 は福祉 コミュニテ ィ

の形成にあると結論 した。

Ⅰ

.は じめに

　 2000年6月 に改称 ・改正された 「社会福祉法」 は、そ

の目的 に福祉サービス利用者の利益の保護 と自立生活支

援 を中軸 に地域福祉の推進をかかげている。そ して、か

かる目的を遂行するために住民の生活に最 も身近な基礎

自治体である市町村に 「地域福祉計画」 を策定すること

を求めた。同時にかかる計画 を支援するために都道府県

「地域福祉支援計画」についても法定化 し、自立生活が

困難な個人や家族が、地域において自立生活ができるよ

うサポー トネットワークをつ くり、必要なサービスを総

合的に提供する仕組みを形成 させ、そのために必要な物

理的、精神的環境醸成を図るため、社会資源の整備、開

発 と住民参加 ・協力体制 を促進するための諸活動 を計画

的に展開することを法制上 も明示 した。
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　このことか ら、おそらく地域福祉計画は、地域社会 を

基盤 とした福祉総合計画 という性格 をもち、それは当然

なが ら行政サイ ドだけで進めるのではな く、これまでの

計画以上に、地域福祉のセ ミフォーマル、インフォーマ

ルな力 を重視 した公私協働の計画づ くりが求められるこ

とになろう。 また、従来の行政計画はややもすると、補

助金の名目づ くり、象徴的な建物づ くりと連動させた計

画づ くりも多かったが、いかに既存の社会資源を有効か

つ効率的に活用 してい くのか、不十分な社会資源や人材

を発掘 し、開発 してい くのか、そのためにどれだけタテ

割 り行政の弊害を克服 して横断的な連携 を確立できるの

か。そ して何 よりも、そのために住民 との合意形成 をは

か りなが ら、住民が主体性 をもって参加 しなが ら作 り上

げられる計画なのか。その計画策定過程 を明 らかにする

ことが重要になって くるもの と思われる。

　本稿 においては、「地域福祉計画」が社会福祉法 に盛

りこまれるまでの戦後の福祉計画の系譜 を概観 して、そ

の性格 と特徴を整理 したい。その上で地域福祉計画は、

地域福祉政策の現実的 ・計画的推進の手段 としての意味

をもつとい う位置づけをし、その意義 を整理 した上で、

従来、やや もすると、各種の答申や行政報告書等であま

りにも安易にかつ漠然、曖昧に使用 されてきた傾 向のあ

る 「福祉 コミュニティ」形成の問題 を先行研究か ら整理

した。このことを踏 まえて、「福祉 コミュニティ」 とは

何か、を明確 にし、さらに、地域福祉計画 と福祉 コミュ

ニティの関連を検討 し、地域福祉計画の 目標が 「福祉コ

ミュニティ」の形成 にあることを論考する。

心身障害者等の収容施設 を重点的に整備すること、②社

会経済情勢の変化に対応 して保育所およびそれに関連す

る児童館等の整備拡充 をはかること、③老朽施設の建て

替えの促進 とその不燃化、近代化をはかることの3つ を

目標 としていた1)こ のような国の計画に対 して、地方 自

治体でも地域計画が策定され、その中に社会福祉計画も

含まれることになった。自治省 は、1969年 に地方自治法

を改正 し、各地方 自治体に地域計画の基本構想の策定を

義務づ けている。

　1973年 のオイル ・ショック(第1次)に よって、わが

国の高度経済成長は終焉を迎え、引 き続 く1978年 のオイ

ル ・ショック(第2次)に よって、「成長 と福祉の乖離」

がいわれる中、社会保障は 「拡大か ら抑制へ」 と大 きく

展開することになる。

　 しか し、1975年 に 「今後の社会保障のあ り方について」

(社会保障長期計画懇談会)と い う計画ビジ ョンの中で、

「福祉国家か ら福祉社会への転換」が提案され、従来の

高度経済成長による経済社会構造の変化 によって生 じた

家族や地域社会の生活構造や生活保障機能の変化や低

下、高齢化社会の進展等 によって社会福祉の内在的変化

も促 されることになった。すなわち、ノーマライゼーショ

ンやコミュニティ ・ケアの理念、社会福祉ニーズをもつ

高齢者の住み慣れた地域で暮 らし続けたいという願望、

障害をもつ当事者達による地域で自立して暮 らしたい、

という脱施設化運動等が相乗 して、それまでの生活型社

会福祉施設 を中心 とした施策か ら、地域福祉、在宅福祉

を中心 とする施策へ と大 きく変化 させ、このことはその

後の社会福祉政策の基調 となってい くのである。

Ⅱ

.地 域福祉計画の系譜と性格

(2)近 年における社会福祉計画の展開

(1)戦 後における社会福祉計画の系譜

　かつて、社会保障制度審議会は、1962年 の勧告の中で

「現在の社会保障の最大の欠陥は、思いつきで、組織的、

計画的でない。体系化への努力が行われていない」 とし

て、社会福祉の無計画性を強 く批判 した。第2次 世界大

戦後、福祉国家の近代化を歩みはじめた 日本は、基本的

な社会福祉制度の基盤整備 と事後的救済の対応に精一杯

で政策的に計画的福祉 を展開 してい く余裕はなかったと

いえる。それは、国民の生活水準を向上させ るための産

業立地計画や所得倍増計画、地域開発計画 といった経済

優先政策の陰になって福祉計画の意義や必要性があまり

論議 されなかったことも要因 として考えられる。社会福

祉の領域で計画 として公式的に国家 レベルで登場するの

は「社会福祉施設緊急整備5か 年計画」(1971年～1975年)

である。 この計画は、社会福祉施設の重点的な整備計画

であ り、①緊急 に収容保護する必要のある老人、重度の

　 1970年 代 は 「社会福祉施設緊急整備5か 年計画」 のよ

うな国家 レベルでの福祉計画は存在 しないが、近未来を

見据えた社会福祉改革につながるさまざまな社会福祉の

あ り方、すなわち、供給体制、サービス方法、利用者の

権利、財源、権限、マンパワー等の議論が政策 レベルで

活発に展開された。 このような動向の中で、1980年 代 に

なると地方自治体 レベルで社会福祉計画の策定が先駆的

に行われるようになる。たとえば、大阪府の 「地域福祉

推進計画」(1983年 〉、神戸市の 「新 こうべの市民福祉計

画」(1983年)、 神奈川県の 「かながわ福祉 プラン」(1987

年)な どである。 この時期 になると、社協 も在宅福祉サー

ビスの計画策定に取 り組み始める。全国社会福祉協議会

が社協の地域福祉計画策定の指針 として『地域福祉計画』

を刊行するのは1984年 のことである。このあたりから、

在宅福祉サー ビスの必要 性が強 く議論 されるようにな

り、制度化 も進められるなかで、市町村社会福祉行政の
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計画化の必要性 とその計画を地域福祉 という新 しい社会

福祉サービスシステムの視点から策定するという考え方

が出て くる。

　 この ような状況のなかで、東京都地域福祉計画等検討

委員会は、1989年 に 「東京都における地域福祉推進計画

の基本的あ り方 について」を答 申したが、そこでは東京

都が策定する 「地域福祉推進計画」、区市町村が策定する

「地域福祉計画」、社協等の民間団体や地域住民が策定す

る 「地域福祉活動計画」を 「三相計画」として位置づけ、

それらを有機的に連携 させることによって、地域福祉 を

計画的に推進するという提言がなされている。そこでは、

①在宅福祉サービスの拡充、②在宅福祉 と施設福祉 との

統合、③在宅福祉サービスの拠点整備、④サービス・コー

ディネー ト・システムの確立、⑤福祉 と保健医療の連携

システムの確立、⑥社会的交流の確保に関する課題、⑦

情報提供や相談に関する課題、⑧計画の内容は新 しい社

会福祉のサー ビスシステム としての地域福祉なので、高

齢者分野のみならず、障害者分野、児童福祉分野も含め

た総合的 ・一体的なる計画づ くりを想定し、これらの内

容 を盛 り込んだ計画を住民参加でつ くる必要性 を指摘 し

ている。この答 申は、それ まで不明確であった計画策定

主体の役割分担 を明確 にしてお り、その後の地域福祉計

画の確立に先導的な役割を果た している。国際的な社会

福祉計画 としては、「国際障害者年行動計画」(1980年)

や 「高齢者問題国際行動計画」(1982年)が 記憶 に新 し

いo

(3)社 会福祉計画から地域福祉計画へ

　 ところで、わが国の社会福祉は戦後、GHQの 強力な指

導の もとに展開されたが、 とくに生活保護制度 と、社会

福祉施設 を中心 としてサービスの給付が行われてきた。

しか しながら、1980年 代以降になると、高齢者層 を中心

に福祉ニーズの拡大、あるいはその多様化 ・高度化が深

まり、社会福祉は生活保護や社会福祉施設による対応だ

けでは困難なことが明らかになってきた。1978年 に全国

社会福祉協議会が刊行 した 『在宅福祉サービスの戦略』

や 「大 きな政府」から 「小 さな政府」等の政策論議が相

乗 して、地域福祉や在宅福祉サービスが社会福祉の理念

や援助方法 として、中心 となるサービス基本軸の転換が

方向づけられた。社会福祉計画は、地方自治体を中心に

在宅福祉サービスの供給計画として構想 されるようにな

る。中央集権的な行政システムでナショナル ・ミニマム

を実現 して きたわが国でも、現実的な福祉サービスは地

方自治体の責任で行う活動がほとんどである。中央政府

から地方政府への権限関係の見直 し2)等 も関係 して、従

来の国レベルの社会福祉計画から、地方 自治体 レベルの

地域福祉計画へ変化 してい く。すなわち、1989年 の 「高

齢者保健福祉推進の10力 年戦略」(ゴール ドプラン)の 策

定 を契機 に、1990年 の社会福祉関係8法 の改正時に老人

福祉法および老人保健法の改正 による 「老人保健福祉計

画」の策定が、都道府県、区市町村 という地方 自治体 に

義務づけられ、法定化 されたのである。このあた りから

社会福祉の領域 において も、地方自治体の もとで計画行

政が推進されることになる。

　 また、1994年 には 「高齢社会福祉 ビジョン懇談会」が

『21世紀福祉 ビジョン』を策定 したが、このビジョンに

もとついて、新 ゴール ドプランやエンゼルプランが策定

され、1993年 の 「障害者基本法」においても、その第7

条で国の障害者基本計画、地方自治体の障害者計画の策

定が義務づけられている。さらに、1997年 に成立 した介

護保険法においても第116条 から118条 において市町村介

護保険事業計画や都道府県介護保険事業支援計画の策定

を法定化 している。

　 しか も、これらの計画は、サービス集約型の給付形態

をとる社会福祉施設か ら、サービス分散型の給付形態を

とる在宅福祉へ大 きく重点がシフ ト化 し、地方 自治体の

政策力量がますます問われるもの となっている。

　 さらに、1999年 、地方分権一括法が制定され、地方分

権の時代 に突入することになったが、2000年 に改称 ・改

正された 「社会福祉法」 においては、市町村 に①地域 に

おける福祉サービスの適切な利用の推進、②地域におけ

る社会福祉を目的 とする事業の健全な発達、③地域福祉

に関する活動への住民参加の促進に関する 「市町村地域

福祉計画」の策定(法 第107条)を 義務づけ、一方、これ

を支援するために都道府県 においても、①市町村の地域

福祉の推進 を支援するための基本的方針、②社会福祉 を

目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上、③

福祉サービスの適切 な利用の推進及び社会福祉を目的 と

す る事業の健全な発達のための基盤整備に関する 「都道

府県地域福祉支援計画」の策定(法 第108条)を 明示 し

た。

　 地域福祉計画は、 もはや社会福祉の地域計画 として既

存 の高齢者、障害者、児童に関する計画や介護保険計画

をも包含 し統合 した、それぞれの地域社会の福祉再生 と

創造のための計画である。それは、地域福祉の視点から

小括する と、(1)場 あた り的・事後対応的福祉か ら予防

的・計画的福祉へ、(2)中 央集権的福祉か ら地方分権的

福祉へ、(3)分 野別 ・モザイク的福祉 から総合的 ・統合

的福祉へ、(4)サ ービス提供 中心型福祉からサービス利

用者中心型福祉へ、(5)保 健 ・医療 ・福祉個別対応型

サービスから保健 ・医療 ・福祉連携型サービスへ、(6)

施設福祉中心型福祉か ら在宅福祉 ・地域福祉中心型福祉

へ、(7)産 業 ・経済開発型社会計画から生活 ・在宅型地
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域福祉計画へ、 とい う特徴を十分 に反映 したものでなけ

ればならない。

Ⅲ.地 域福祉政策と地域福祉計画

複雑 な位置 に置かれている計画 も存在する。

　社会福祉法の中に明示化 された 「地域福祉計画」策定

の意義はこれらの反省 もふまえなが ら整備 される必要が

あろう。

(1)地 域福祉政策と地域福祉計画 (2)地 域福祉計画の意義

　社会福祉の領域においても、いよいよ社会福祉法の施

行によって、市町村 自治体の地方分権 による地域福祉計

画の策定 とその実施 とい うかたちで福祉の地域化政策が

求められることになった。今 回の社会福祉法では地域福

祉 について法第1条 で、「地域 における社会福祉」 を指

して、地域福祉 としている。その意味では 「地域福祉政

策」 と理解 してもよい。なぜ ならば、「地域福祉」 を実

現するための政策が 「地域福祉政策」 と考えられるから

である。 この地域福祉政策を具体的、計画的に具現化す

るための方法 として、社会福祉法の第10章 に第1節 「地

域福祉計画」が挿入 されたと解釈で きる。 しか し、「地

域福祉」 という概念そのものが広義の社会福祉概念 との

問で設定 されてお り、地域福祉 を目的として理解するの

か、地域 における社会福祉政策の手段 として理解するの

か、はいまだ明確ではない。 もし、政策 という視点にス

タンスを置 くな らば、地域の 「社会福祉政策」と 「地域

福祉政策」は共通 したコンセン ト(合意)な い しトリガー

(誘因)を もつ ことになる3)。地域福祉が地域の社会福

祉政策として存在す る場合には、高齢者福祉や障害者福

祉、児童福祉 など社会福祉の領域(カ テゴリー)別 の様 々

なサービス領域を全 て含み、かつそれ らの連絡や調整、

さらにネットワークの形成 などを内包する。また、社会

福祉のそれぞれの領域の土台 となる共通的、基本的な基

礎構造を含 むものとなる。そ して、それに対する政策が

地域福祉政策 ということになる。むろん、地域福祉 とい

う理念や目的にそって合理的 ・有効的な政策が推進され

ることはいうまでもない。

　 ところで、地域福祉政策の手段 として 「地域福祉計画」

を理解するならば、地域福祉計画策定の意義 とはどのよ

うに整理されるべ きなのであろうか。これまでの老人保

健福祉計画や介護保険事業計画、市町村で取 り組まれて

いる障害者基本計画や地方児童育成計画等はいずれも在

宅福祉サービスの促進を図る政策意図の もとに計画策定

が行われてきた。

　 しか しこの場合、在宅福祉の整備促進のための計画と

いって も、市町村への権限委譲 と財政負担転嫁、市町村

の福祉供給体制 の不均等発展 と格差是正のための計画

化、サービス供給の民営化および利用者負担の一般化な

どと抱 き合わせの構造 となってお り、 しかも法定化 され

ているにして も努力規定 にとどまっているもの もあ り、

　地域福祉計画の策定責任や実施責任すなわち、策定主

体は市町村 という地方 自治体であると考えられるが、そ

れではなぜ今、地域福祉政策を推進するための設計図 と

しての地域福祉計画の策定が必要なのであろうか。

　第1に 、地域福祉計画を策定する最大の意義は、市町

村 という基礎 自治体の範囲において、住民からの様々な

要求がある中で、限られた財源、マンパワー、組織体制

の制約から、住民要求に優先順位 をつけて、その充足を

確定 し、当面充足 されない要求は時系列にそって充足 し

ていけるような施策や事業及び活動を継続的に展開する

ところにある。つまり、施策 ・事業 ・活動の全体的 ・長

期的見通 しが立てられるように、サービス供給の安定化

をはかるのが計画的行為 とい うことになる。地域福祉政

策 は、たんに法定化されたサービスだけで構成 されるも

のではな く、地域住民や民間団体等が行 う福祉活動 も包

み込んだ ものである。だか ら地域の組織化や福祉の組織

化は当然、計画行為の視野に入らなければならない。

　 第2に 計画は、いわゆるタテ割 り行政の弊害を克服す

るための手段 としての意義がある。社会福祉行政内部で

の総合化、調整、統合化はもちろんのこと、生活関連行

政である保健医療、教育、雇用、交通、住宅などの諸部

門との連携、統合化 をはかることが主要な計画の意義で

もある。住民側から見ればタテ割の法令、通知通達にも

とつ く行政サービスを、 ヨコ割に施策を統合化 して便益

を高めるように効果的な運用をめざして計画を立てるの

である。計画がめざす タテ割行政の克服 とは、サービス

のネ ットワークづ くりと言ってもよい。社会福祉行政内

部での総合調整であれ、生活関連行政 をも含めた体系的

整備であれ、要は効率的で有効的なサービス・ネッ トワー

クをどのように形成するか、 というところに、計画の意

義がある。その際、言 うまでもないが、地域福祉計画は

在宅福祉 に限定化、狭小化 して構想するのではなく、施

設福祉の充実、強化や生活関連部門を含めた総合的なも

のでなければならない。

　 第3に 、地域福祉計画の必要性は、地域に暮らす住民

の生活問題や介護問題の早期発見、早期対応のシステム

づ くりでなければならないとい うことである。

　 また、第4に 、地域福祉計画は、福祉施策や制度 に対

する市民参加、住民参加を目指す ものでなければならな

い。計画策定への参画、実施への参加 を通 じて住民自治、
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地方 自治を実現 しようとするものである。つまり、地域

福祉計画は、住民の福祉政策の制度化 に対する市民参加

を担保 しなければ全 く無意味 なものになって しまう。従

来の計画策定 は、どちらかというと行政ペースで運ばれ、

サービスを提供する専 門化主導や財源の都合で組み立て

られやすい傾向があった。 しか し、地域福祉計画は、あ

くまで住民のニーズか ら出発するべ きであ り、生活者 と

しての住民 を主体的 ・実質的に参加させてこそ意義をも

つ ものである。

　 第5に 、地域福祉計画は、地域福祉における公私協力

関係の安定化、公私の役割分担 をはかる合意形成の方法

で もある、 とい うこ とであ る4)。

　 つ ま り、地域福 祉 計 画 の策定 にあた って は、(1)地

域 の個 別性 、(2)住 民 主体 、(3)ネ ッ トワ ー ク化 、

(4)公 私 協 働 、(5)住 民 参 加 、 を しっか り視 点 の基

本 軸 に据 えて構想 す る ところ に意義 があ る、 と考 え られ

る。

(3)地 域福祉計画の性格 と目的

　地域福祉計画は、かつての老人保健福祉計画 とは異な

り、計画に盛 り込 まれるべ き事項が設定 されていて、市

町村 は国によって示された算式に各区市町村の数値を代

入すれば自動的に計画 目標が出て くる、といった類の計

画ではない。また、多 くの老人保健福祉計画に見 られた

ように市 町村がシンクタンク業者等へ計画策定 を丸投

げ、委託 し、金太郎飴のようなどこで も同 じような計画

が行われる、 というようなもので もない。

　地域社会には既存の施策だけでは十分な対応ので きな

い ものがあ り、この ような 「施策のす きま」や 「制度の

谷 間」 にある地域福祉課題を掘 り起 こして解決すること

が、地域福祉計画には期待 されている。例えば、ホーム

レス、児童や高齢者虐待、高齢者の介護をめぐる福祉課

題は、既存の施策や計画による対応が不十分であ り、地

域によっては、そ うした課題 も地域福祉計画の中に含ま

れるべ きであろう。社会福祉の分野では、すでに福祉三

プランが存在 してお り、これらと地域福祉計画 とが、 ど

のような関係 に立つべ きか、 ということは大きな論点で

ある。また、社会福祉協議会は、民間団体 としての福祉

活動の行動計画 として 「地域福祉活動計画」を策定 して

きたが、これは行政計画 としての地域福祉計画 と関係す

るところが大 きい。2002年1月 に報告 された社会保障制

度審議会の 『市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉

支援計画策定指針のあ り方について』では、地域福祉計

画は 「(高齢者、障害者、児童)既 存の三 プランを内包

した総合計画である」 と述べている。つまり、社会福祉

法が定める三項 目を含んでいれば、地域福祉計画 として

存立はするが、それは 「狭義の地域福祉計画」であり、

そ もそも、地域福祉計画が社会福祉法 に導入 された主旨

を尊重するならば、社会福祉法の定める三項目に加 えて、

三プランなど福祉分野の計画 を内包 した、関連分野 とし

ての保健 ・医療、まちづ くり、住宅 ・教育 ・雇用等 も視

野に入れた総合計画、すなわち 「広義の地域福祉計画」

でなければならない。

　このような地域福祉計画 と既存計画 との関係を示 した

のが、図1で ある。

　つまり、地域福祉計画は、社会福祉関係の既存の三つ

の計画に、新たに付 け加わった四つめの計画 として策定

されるべ きではな く、既存の三つの計画 を包含 し統合 し

た、社会福祉 の統合計画 として策定されなければならな

いということである。

　地域福祉計画について 「地域や市町村 を基盤 に展開す

る福祉サービスや福祉活動のあ り方について、その到達

目標や推進条件な どを計画的 ・体系的に明 らかにし、将

来への展望 や実現への道筋 を示 す地域福祉 の推 進方

法」5)と定義するものもあるが、地域個性や特性 を充分、

配慮 した福祉 コミュニテ ィ ・プランの性格 をもつ こと、

縦割 り行政、分野別の福祉計画を越 えた総合的なプラン

であること、市民参加型の性格をもつこと、などが社会

福祉基礎構造改革のなかでも期待 されてお り、今後 こう

した点を考慮 しながら計画づ くりが展開されてい くこと

になろう。 しか し、これまでの市町村の福祉計画づ くり

を見 ると、期待 されるこうした点が達成できるかについ

ての確証はない。

　 地域福祉計画のイメージについて、牧里毎治は次のよ

うな点をあげている6)。

① 市町村総合計画 と個別福祉計画 との中二階的存在

② 保健 ・医療 ・福祉の統合から近接施策 との連携 ・融

　　 合(住 宅 ・交通 ・労働 ・教育 ・文化 など)

③ 市民参加 ・住民参画の計画策定

④Plan-Do-See-Checkの プロセスにおよぶ市民 ・住民参

　　 加

⑤ 　フローからス トックの計画フレームづ くり(右 肩あ

　　 が りの補助金漬け行政から地域資源を活用 した創出

　　 行動)

⑥ エ リア計画 ・コミュニティ計画の重視(自 治体内分

　　 権)

　 つまり、地域福祉計画は、地域社会を基盤 とした福祉

総合計画、地域福祉政策の総合計画といった性格 をもつ

ことになると考えられる。

Ⅳ.地 域福祉計画の目的

(1)地 域福祉計画の目的としての 「福祉コミュニティ」
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<図1>地 域福祉計画と既存計画との関係
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老
人
保
健
福
祉
計
画

障

害

者

計

画

児

童

育

成

計

画

地域福祉に関する具体的な施策

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
適
切
な
利
用
の
推

進
(情
報
提
供

・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用

援
助
、
苦
情
対
応

・
福
祉
総
合
相
談

な
ど
)

社
会

福
祉

を

目
的

と
す

る
事

業

の
健

全
な
発

達

(圏
域

の
設
定

サ

ー

ビ

ス
基
盤

の
整

備
、

社
会

資
源

の
有

効
活

用

、

ケ

ア

マ
ネ

ジ

メ

ン
ト
体

制

の
充

実

な
ど

・

人
材
育

成

)

社

会
福

祉

に
関

す

る
活

動

へ
の
住

民

の
参
加

の
促

進

(ボ

ラ

ン
テ

ィ

ア

・
N

P
O
支

援

、

コ
ミ

ュ

ニ
テ
ィ
活

動

の
支

援

、
新

し

い
住

民
参
加

の
福

祉

サ

ー
ビ

ス
や
活

動

へ
の
投
資

な

ど
)

地
域
福
祉
活
動
計
画

地域福祉計画とし
ての最低限の構成
要素(狭 義の地域
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他の福祉関係の計
画を含めて地域福
祉計画 とすること
も想定される。
(広義の地域福祉
計画)

地域福祉計画の策
定と連携 して検討
・策定することが

考えられる施策 ・
計画。　 (最広義の
地域福祉計画)

福祉のまちづ くり条例(ハ ー ド面 も含むもの、行政 ・民間(事 業者)・ 住民等の責任の分担)

(出典)　 『地域福祉計画 ・支援計画の考え方 と実際(地 域福祉計画に関する調査研究事業報告書)』(全 国社会福祉

　　　 協議会出版部、2002年)

形成

　地域福祉計画のような、新 しいサービスシステムの視

点か ら社会福祉行政の総合化 と地域住民 との協働化をは

かる計画づ くりにおいては、計画に盛 り込むべ き目標、

課題 に関する事項 と、その計画化の過程や計画を進める

ことによる地域の社会福祉をめ ぐる状況の改革 も充分 に

意図 して策定 されなければならない。

　一般的に、地域福祉の計画化を進める場合、計画化 に

より何 を達成 しようとするのか、というタスク ・ゴール

(課題達成 目標)と 計画化 を住民参加で進めるといった

計画化の過程 を重視することを目的 とす るプロセス ・

ゴール(計 画策定過程重視)と 計画化の過程で取 り上げ

るべ き社会福祉の課題の認識や解決すべ き課題における

優先度について、あるいは街づ くりにおける社会福祉の

あ りようについて関係者や住民の認識 を変え、状況をと

りまく力学を変容 させることを目的 とす るリレーション

シップ ・ゴール(関 係力学の変容)と いった3つ の要因

を視野に入れて進めることが重要である7)。その上で結

論を先取 りして述べれば、地域福祉計画策定の目的は「福

祉 コミュニティ」の形成 ・創造であると考える。福祉 コ

ミュニティの形成は市町村にある社会福祉協議会(以 下、

社協 と略)やNPO団 体にとどまらず、1993年 に告示 され

た旧厚生省 『国民の社会福祉に関する活動への参加の促

進 を図るための措置に関する基本的な指針』で も、その

形成が うたわれ、さらに1995年 に全国社会福祉協議会 は、

「ふれあいのまちづ くり事業」および 『事業型社協推進

の指針』を示 して、従来の連絡調整型社協 から事業型社

協の大転換 を図った際にもこのことをうたっている8）。

　すなわち、「住民の具体的な生活・福祉問題 を受け止め、

そのケースの問題解決、地域生活支援 に素早 く確実 に取

り組めるよう、①総合的な福祉相談活動やケアマネジメ

ン トに取 り組み、②各種の公的福祉サービスを積極的に

受託 し、それらを民間の立場か ら柔軟 に運営 しつつ、③

公的サービスでは対応で きない多様 なニーズにも即応 し

た新たな住民参加型サービスを開発 ・推進 し、④小地域

での継続的・日常的な住民活動 による生活支援活動、ネッ

トワーク活動、ケアチーム活動等 に取 り組む とともに、

その問題解決の経験をふ まえて地域福祉活動計画の策定

と提言活動の機能を発揮 し、このような事業 ・活動 を通

して住民参加 を促進 し、福祉 コ ミュニティ形成 を進め

る。」

　 つまり、地域福祉計画は市区町村社協の策定 した地域

福祉活動計画をす り合わせ、再検討され、整合性 をもた

　　　　　　 地域福祉を推進する上での共通の理念

(行政 ・事業者 ・住民等の役割 ・協働、福祉サービス利用者の権利、
福祉サービスの質、福祉サービスの充実 ・開発、住民参加など)
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せた形で策定されなければならないのである。

(2)「 福 祉 コ ミュニテ ィ」 とは

　それでは、改めて 「福祉コ ミュニティ」 とは何であろ

うか。その概念や構成内容を2、3の 先行研究の説 に依

拠 して要約 してみ よう。

　「福祉 コミュニテ ィ」は、地域福祉 を内実化 させてい く

一つの側面 として、とくに住民主体の地域福祉実現の足

場 として重要な位置 を占めている。「福祉コミュニティ」

という言葉は、 さまざまな答申や報告書、研究書等で も

折 に触れて表記 されているが、その認識や意味、解釈は

さまざまで統一 され、合意されている用語 とはいまだ言

えない。 しか し、「福祉 コミュニティ」の形成が強調され

るようになってきたのは、いわゆる在宅福祉サービスの

推進が地域福祉政策 として強調 されるようになった1980

年代からである。「福祉 コミュニティ」は、その形成 をめ

ざす理念であるが、それをどのように実体化することが

で きるのか、その方法 ・手段 として地域福祉計画の策定

が位置づけられると考えられる。周知の ように 「福祉 コ

ミュニテ ィ」 という言葉を最初に使 ったのは岡村重夫で

ある。岡村 は福祉 コミュニテ ィを 「社会福祉サービスの

利用者ない し対象者の真実の生活要求を充足 させ るため

の組織体」 と位置づ け9)、地域社会における生活環境の

整備のためには、住民参加が必要であ り、地域組織化活

動 によって望ましい地域社会構造や社会関係を創 り出さ

なければならない。 しか し、地域福祉 にとっては、一般

的な地域組織化だけでは不十分であり、さらに福祉サー

ビス利用者の組織化活動によって 「福祉コミュニティ」

を形成することが重要である、という。右田紀久恵は、

福祉 コミュニティは、地域社会の新 しい質の構築 をめざ

す ものであ り、新たな 「公共」のベースである、という。

右田は、生存主体認識や住民自治 とい う認識を根底 にも

たなければ、住民主体、住民参加、福祉 コミュニティの

構築の論理は空転すると指摘 し、福祉コ ミュニティとい

うのは、コミュニティの一部であった り、そのなかで特

別な機能 をもつ ものというのではなく、まさに地域福祉

の基盤 として位置づけられるコミュニティを福祉 コミュ

ニティととらえている10)。

　 また、三浦文夫は、「福祉 コミュニティ」は、要援護者

を地域にとどめ、居宅での生活が継続できる体制、すな

わち一定の地域 に在宅福祉サービスのネットワークが作

られ、このサービスの推進にかかわ りをもつ、行政、民

間、住民の協働が成立する体制 を、「福祉 コミュニティ」と

定義 している11）。

　 そ して、「在宅福祉サービスの推進にあっては、行政、民

間あるいは地域住民の組織化が欠かすことので きない も

のとなって くるのである。すなわち、この組織化は、在

宅福祉サービスの推進 という一定の目的なり関心 にもと

づいて作 られる共同関係 を機能的コミュニティの一種 と

みなす ことができるのである。そ してこの機能的コミュ

ニティが地域的範域をもとにつ くられた在宅福祉 関係の

施設 ・サービスのネットワークと結びついて成立すると

き、それは 『福祉 コミュニティ』とみることができる」12）

という。 しか し、このようなシステムは 「福祉 コミュニ

ティ」の必要条件であっても充分条件 とはいえない。充

分条件のためには、「在宅福祉サービスの受け手である要

援護者が当該の地域社会に受け入れられるだけでな く、

他の地域住民 と同 じように、平等で完全な社会参加が保

障される 「総合」力をもった地域社会が形成される必要

がある。このためには、住宅、道路、公園、交通機関、

就労の場、文化的諸施設等々の物的環境の整備、さらに

学び、働 き、参加するための仕組みやチャンネル等の制

度的環境の改変、そ して地域住民の要援護者 と福祉につ

いての意識 ・態度(人 的環境)の 変容が不可欠」13)であ

る、と主張する。

　 このように三浦の福祉 コミュニティ概念は住民参加 を

基調 に地域社会での福祉サービス提供 とその基盤整備を

目標 にした、(a)福 祉環境づ くり、(b)住 民の意識 ・態

度の変容、(c)公 私のネットワーク推進を一体的に図っ

てい く要援護者支援 としての機能的コミュニティとして

の展開を意図 したものである。この三浦の捉え方は全社

協の 『在宅福祉サービスの戦略』や 『小地域福祉活動の

手引』(1992） に継承 されてい くが、この 『小地域福祉活

動の手引』(1992)に は、「地域福祉や在宅福祉サービス

の推進 とい う目的 と関心にもとついてつ くられるネッ ト

ワーク・共同関係を福祉 コミュニティとよび、福祉 コミュ

ニティとい うのは包括的なものではな く、い くつ もの福

祉コミュニティが時には重な り合いなが ら形成され、こ

れを通 して、地域社会の福祉的な再編成 を図るというの

が、福祉コミュニティの考え方である」14)と叙述 されて

いる。

　 さらに、牧里毎治は、福祉 コミュニティの範域として、

市町村行政区という一定の地域社会の内部 に存在する小

学校区 という機能的コミュニティとして、福祉コ ミュニ

テ ィをとらえてい る。その上で、福祉 コミュニテ ィを

　「一般的に用いるコミュニティに対 して、地域社会を基

盤 としつつ、ハ ンデ ィキャップをもつ階層の福祉追求 を

原点にサービス ・施設の体系的整備 とともに公私協働、

地域住民の福祉意識 ・態度の醸成を図ろうとする機能的

コミュニティのひとつである」15)と定義する。これまで、

　「福祉 コミュニテ ィ」概念は、「福祉見直 し」時代 の 「コ

ミュニテ ィ ・ケア」そ して在宅福祉サービス ・公私役割

分担 を主 とする地域福祉政策の展開過程で、一方では政
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策誘導的に、他方では住民主体 による地域福祉の構築と

いう変革主体の理念型 として、議論 されてきた。

　これまでの先行研究者の福祉 コミュニティ概念を構成

している意味内容 を最大公約数的に抽出してみると、福

祉 コミュニティづ くりは、福祉 という一定の関心領域に

もとつ く機能的 コミュニティを形成 しようとするもので

あ り、サービスの提供 とその基盤整備 としての福祉環境

づ くり、住民の意識 ・態度の変容 と公私のネットワーク

が一体 となって地域社会(基 本的には市町村 という行政

区、その中での小学校区、中学区という日常生活圏)に

成立するものである、といえる。かかる福祉コミュニティ

は、具体的には、地域組織化 と福祉組織化 という2つ の

組織化活動を中心 とするネットワークの推進 と地域福祉

計画によって推進される。先述 した岡村 は、地域組織化

活動 を 「地域福祉にとって望 ましい地域社会構造や社会

関係 をつ くりだす活動」16)として、一般的地域組織化活

動(一 般的コミュニティづ くり)と 福祉組織化活動(福

祉コミュニティづ くり)に 分けている。

　 岡村 によれば、一般的コミュニティだけでは、 日常生

活に困難をもつ人々の生活上の要求は充足 されないこと

から、こういった人々の 「利益に同調 し、代弁する個人

や機関 ・団体が、共通の福祉関心を中心 として特別 なコ

ミュニティ集団 を形成する必然性 をみ とめる」17)がゆえ

に、これを福祉 コミュニティとよんでいるのである。

　 その構成員は第1に サービス受給者ない しは対象者、

第2は 、生活困難の当事者と同じ立場にたつ同調者や利

害を代弁する代弁者、第3は 、生活困難者に対 して、各

種のサービスを提供する機関 ・団体 ・施設であるとして

いる。そ して、福祉コミュニティの5つ の機能として、

① 当事者参加(地 域福祉政策に対する住民参加 ・当事者

参加)、②情報活動(住 民の福祉問題についての情報の収

集、整理、提供)、③地域福祉計画の立案(と くに公私福

祉サービスの立案)、④ コ ミュニケーシ ョン(コ ミュニ

ティ構成員の問で、共通の価値観や共通理解の範囲の拡

大)、 ⑤社会福祉サービスの新設 ・運営があげ られてい

る18)。

　 したがって、福祉 コミュニテ ィづ くりは、援護を必要

とする人 にしっかり焦点をすえ、 これらの人々を受 け入

れ、生活を実際 に支える援助体制をつ くることを中心に、

地域住民のなかに協働 と連帯を推 し進めることのほうが

現実的であ り、肝要であろう。それは、 くり返すが地域

福祉 を基盤 とする対人福祉サービス、サービス を支える

基盤整備や公私のネ ットワーク化、地域住民の福祉意識

や態度の変容などのうえに成立するものである。そして、

それ を促進する方法 として組織化活動 と地域福祉計画の

策定があるのである。〈図2参 照〉

Ⅴ.お わ りに

　従来の社会福祉サービスの展 開は利用者への保護 ・救

済を中心に生活福祉型施設でのケア ・サービスのもとに

展開されてきた。 しか し、社会福祉基礎構造改革、介護

保険法の施行、社会福祉法の施行 という最近の制度改革

は、生活障害をもつ利用者の権利 を擁護 しつつ、地域社

会の中で、自立生活の支援の もとに展開されようとして

いる。このことは 「地域福祉の推進」 として、法条文に

も明示されている。

　 この動向のなかで、地域福祉計画の策定が市町村自治

体 に要請 されている。かつて、市町村社会福祉協議会が

「地域福祉活動計画」の策定 と推進に取 り組んだことは

記憶にも新 しいが、平成の大合併 といわれる市町村合併

の議論や動 きも活発であ り、各地方 自治体の政策責任や

政策評価、政策形成過程への住民参加 をめ ぐる議論 も多

くなってきている。「地域福祉は、福祉 コミュニティを媒

介に提案された地域生活問題 に対する地域政策の一翼で

ある」19)にしても、「福祉コミュニティ」は、社会的な真

空状態の中で論議 される概念ではない。地域福祉 という

概念 も統一 された定義はいまだ生 まれていないが、社会

福祉にとって望ましい地域社会づ くりが課題 となること

には異論はないであろう。そのため、望ましい地域社会

の状態をつ くりだすための組織化や計画化が求められる

のである。

　 これまで、地域福祉研究の傾向として地域住民へ の参

加 ・協力、意識 ・態度の変容を図る地域組織化 を福祉コ

ミュニティづ くりを進める方法 としてとらえることが多

かった。

　 しか し、地域 に暮 らすさまざまな福祉サービスを必要

とする人々を核 にして福祉サービスの組織化 ・調整、サー

ビス供給体制の整備、効果的運営を図る福祉組織化や、

公私の機関 ・団体が、おのおのの地域社会における福祉

問題、ニーズの把握 ・分析を通 して、将来のあるべ き福

祉の状態を構想 し、その目標 を達成するために地域住民

の福祉ニーズと、サービスなどの社会資源 とを結合 ・調

整 し、さらに資源開発、ネットワークづ くりなどを進め

るための諸手段の体系である地域福祉計画の取 り組みを

とお してこそ、福祉 コミュニティは現実的 に形成 される

のである。 したがって、従来、地域福祉研究のなかで議

論 されてきた、地域組織化のみが福祉コミュニティづ く

りを促進する、 というとらえ方はあまりにも狭阻である

といわざるを得ない。保健 ・医療 ・福祉関係機関や団体 ・

人の連携のもとに要援護 者を支え、助け、見守る地域ケ

アシステムの構築20)も議論 されている今 日、地域福祉計

画は 「福祉 コミュニティ」の形成 を目的に策定 されなけ

ればならない と思われる。
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<図2>地 域福祉計画と 「福祉コミュニティ」の形成

　　　目標

福祉コミュニティ

　　 づくり

・地域の福祉力を高める

　 ・地域福祉の確立

計画レベル

総合推進目標

　　 成熟 した福祉社会をめざして

住民主体の自律 した地域福祉を確立する

重点目標1

重点目標2

地域福祉計画を策定する

サ ポ ー トネ ッ トワー ク を形 成 す る

*介 護保険サービス事業の安定した経営をめざす

地域福祉活動への住民参加を進める役割
重点目標3 住民 ・市民活動との広範な連携協働を進める

地域ケアシステムを促進する役割

重点目標4 契約型利用制度に対応した当事者支援の取り組みを進める

地域での自立生活を支える役割
重点目標5 地域での自己実現を支える資源 ・サービスづ くりを進める

地域福祉計画

強化活動
1.小 地域福祉活動

2.当 事者の組織化 ・支援活動

3.ボ ランティア活動 ・市民活動へ

　　の支援と連携

4.相 談 ・マネジメント・ネットワ

　　ーク化活動

5.在 宅福祉サービスの開発推進

6.在 宅福祉サービス事業の経営

横断的な活動
7.情 報活動の推進

8.調 査活動の推進

9.福 祉学習(教 育)

　　活動の推進

10.地 域組織化の推進

11.福 祉組織化の推進

組織基盤づくりの活動
12.地 域福祉推進計画づ くり

13.非 営利組織 としての経営基盤づくり

　　　　　　　　　　　 (住民主体の組織 ・財政)

14.非 営利組織 としての経営基盤づくり

　　　　　　　　　　　 (専門職としての職員養成)

社協の地域福祉活動計画との整合性
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　福祉 コミュニティとは、ある特定の地理的範域内に居

住する要援護者 とその家族援護者を中核 として、彼 らが

居宅で通常の生活を営めるように援助するサービスの基

盤 としての福祉環境づ くり、住民の意識 ・態度の変容 と

公私のネットワークづ くりの総体であるならば、なおさ

ら福祉社会の助走のため にその基礎 には地域福祉計画 と

しての 「福祉 コミュニティ」が形成されなければならな

いのである。
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